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問い合わせ　行革デジタル戦略課　☎24‐8024

行財政改革
連載
第2回

行財政集中改革プラン

持続可能な阿南市をめざして
　本市では、将来にわたって持続可能な行財政基盤を構築していくため、令和３年度か
らの３年間を計画期間とする「阿南市行財政集中改革プラン」に基づく行財政改革に取
り組んでいます。本連載は、取組の進捗状況について市民の皆さまに分かりやすくお伝
えすることを目的とし、連載２回目では、新たにプランに追加する４つの重点取組項目
についてお知らせします。（全４回）

　1　学校給食調理業務の民間委託

　２　職員採用試験制度の見直し

　3　公用車への広告掲載

　4　公共施設へのＥＳＣＯ事業の導入検討 　市内３カ所の学校給食センターで行っている学校給食
調理業務のうち、給食調理員が行っている業務（下図オ
レンジ色の業務）について、南部学校給食センターから
順次、民間事業者への業務委託を行います。
　献立の作成や食材の購入は、引き続き市が責任を持っ
て直営で行うことで、これまでどおり安全・安心でおい
しい学校給食を提供するとともに、子どもたちの「食育」を推進します。また、民間委託によって給食費の額が
変動することはありません。

　少子化や民間における採用好調などを背景に、全国的な傾向として、公務員採用試験の受験者数は年々減少
傾向にあります。本市においても同様の傾向が続いていることから、将来のまちづくりを担う人材を引き続き確保
していくため、職員採用試験制度の見直しを行います。

　軽自動車２台を対象に広告主の募集を行い、「siotosatou...時々
おやつ」様の広告を８月から、「たいようホーム株式会社」様の広
告を９月から掲載しています。

　今年度納車予定である電気自動車３台についても、納車後に広
告主の募集を行う予定としており、来年度以降も計画的な導入を
図ります。

安定的な財政基盤の確立としなやかさのある行財政体質への転換

公用車に民間事業者等の広告を掲載し、「走る広告塔」として活用することにより、新たな財源
の確保に努めます。

民間資金を活用した施設の電気設備更新について、導入を検討します。

安全で安心な学校給食を安定的に提供するとともに、より効率的に継続運営していくために、
給食調理業務の民間委託を導入します。

職員採用試験の実施方法や内容を見直し、高い意欲・能力を有する職員を広範囲に募集します。

学校給食センターの名称 民間委託の実施時期

南部学校給食センター（大潟町） 令和５年４月から

第一学校給食センター（長生町） 令和８年４月から

中央学校給食センター（見能林町） 未定

広告を掲載した公用車

ＥＳＣＯ事業のイメージ

民間委託の実施時期

調理業務の民間委託後の流れ
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受験申込のインターネット受付やテストセ
ンター方式※1による試験を取り入れること
で、居住地にかかわらず受験しやすい環
境を整えます。

インターネットを活用した録画型面接を
導入し、多様な形での面接機会を確保す
ることで、より人物を重視した採用試験
の実現を図り、優秀な人材の確保に努め
ます。

従来の「教養試験」に代えて民間企業と
同様の「基礎能力検査」を導入するとと
もに、行政事務職の「専門試験」を廃止
し、公務員試験の特別な対策を不要とす
ることで受験者の負担軽減を図ります。

※１ 全国各地に開設される会場に出向き、パソコンで受験する試験方式

改訂後の集中改革プランを市ホームページで公開しています。

科学センター 那賀川図書館 第一学校給食センター 南部学校給食センター

　公共施設の老朽化は、建物だけでなく電気設備等にも及ぶため、施設利用者の利便性を確保するためにも早
期に対策しなければならない課題です。数多くある公共施設の電気設備の改修について、新たな財政負担を抑え
つつ一律に行っていくためには、豊富なノウハウを持つ民間事業者との連携による新たな手法を導入するなどの工
夫が必要となっています。

　E
エ ス コ
SCO（Energy Service Company）事業では、

民間事業者がその設備改修に関する経験やノウハ
ウを生かし、対象施設の電気設備について、省
エネ化を図りつつ一括で更新します。また、その
省エネ効果を事業者が一定期間保証することによ
り、光熱水費の削減や環境負荷への配慮（ＣＯ２

の排出削減等）についても合わせて実現します。

　現在「科学センター」、「那賀川図書館」、「第一
学校給食センター」、「南部学校給食センター」の各施設において、民間事業者を交えた現地調査を行い、
ＥＳＣＯ事業の導入可能性を検討しています。




